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Ⅰ　は じ め に

企業が採用する人事管理，ないしは人的資源管
理（Human‌Resource‌Management：以下 HRM）の
考え方や制度・手法が，企業の持続的な競争優位
の確立にいかに貢献するかは，経営に携わる実務
家並びに経営学研究者の主要な関心事の 1 つであ
る。とりわけ，90 年代以降，戦略的人的資源管

理（Strategic‌HRM：以下 SHRM）と呼ばれる概念
の萌芽とともに，HRM 諸施策と企業業績との関
係に関する理論的・実証的研究が蓄積されてい
る。初期の研究では，特定の HRM 方針（policy）
や施策（practice）の実施・運用が，企業レベル
での人的・財務的指標（労働生産性，離職率，ROA，
Torbin’s‌q など）にいかなる効果をもたらすかに
関する研究，すなわちより巨視的な研究（分析単
位でいえば，マクロレベル）が中心であった（e.g.,‌
Delaney‌&‌Huselid,‌1996;‌Huselid‌1995）。しかしな
がら，HRM と企業業績との関係が実証されるに
つれ，HRM と企業業績間の「媒介過程」に注目
が集まり，HRM のより近接した結果（proximal‌
outcome）としての従業員態度・行動の影響に関
する研究，すなわちより微視的な研究（ミクロ・
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近年，HRM と企業業績との関係が実証されるにつれ，HRM と企業業績間の「媒介過程」
に注目が集まり，HRM のより近接した結果としての従業員態度・行動の影響に関する研
究に強い関心が寄せられつつある。この SHRM 研究における「行動アプローチ」の研究
では，従業員の「モチベーション」が重要な媒介メカニズムの 1 つとして考えられてい
る。本研究では，主として HRM 施策ないしはシステムと従業員の態度・行動を扱う既存
の SHRM 研究の文献レビューを通じ，現状の課題の明確化と今後の研究の方向性が議論
された。具体的には，文献レビューの結果から，「構成概念としてモチベーションを捉え
る SHRM 研究」と「プロセスとしてモチベーションを捉える SHRM 研究」とに大別され，
それぞれの視点から課題の抽出が行われた。さらに，従業員モチベーションを組み込んだ
SHRM 研究の将来展望として 4 つの方向性が提起された。具体的には，（1）SHRM のコン
テクストにおける「外発的動機づけ」の役割と効果の明確化，（2）戦略性の高い文脈情報
を含めたモチベーション構成概念の開発と検討，（3）社会的交換の枠組みを超えた，HRM
施策がもたらす新たな態度・行動要因を説明可能な理論の模索，及び（4）高業績 HRM 施
策の代替となる資源や要因の特定化とその動機づけ効果の検討の 4 点である。本研究の限
界と同時に今後さらなるレビューが必要な領域についても議論された。
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メゾレベル）に強い関心が寄せられつつある（e.g.,‌
Bowen‌&‌Ostroff‌ 2004;‌Boxall‌ et‌ al.‌ 2011;‌Guest‌
2017）。

後者のいわゆる「行動アプローチ」の研究の中
でも，従業員の「モチベーション」は重要な媒介
メカニズムの1つとして考えられている。例えば，
詳細は後述するものの，AMO 理論（ability,‌moti-
vation,‌and‌opportunity:‌Appelbaum‌et‌al.‌2000;‌ Ji-
ang‌et‌al.‌2012），PIRK モデル（power,‌information,‌
reward,‌and‌knowledge:‌Lawler‌1986;‌Vandenberg‌
et‌al.‌1999），また社会的交換理論（social‌exchange‌
theory:‌Blau,‌1964）を応用した SHRM 研究（e.g.,‌
Allen‌et‌al.‌2003;‌Shin‌et‌al.‌2012）はいずれも，企
業の HRM 施策が組織内の従業員のモチベーショ
ンへの影響を介して，個人・集団・組織のパ
フォーマンス向上が図られることを示唆してい
る。加えて，近年の因果推定に関する方法論や統
計解析技術の進歩とともに，HRM─企業業績間
の媒介メカニズムに関する実証研究も数多く蓄積
されてきている。

しかしながら，HRM─企業業績間の媒介要因
を検証する研究報告の蓄積とともにその知識・情
報量が増加するにつれ，そのことがかえって不確
実性を高めている点も認めざるを得ない。すなわ
ち，各研究者の多様な視点からの研究が混在して
いる状況の中で，いかなる HRM の施策や取り組
みが，どのようなロジックで組織メンバーの認知
や行動に影響を与え，パフォーマンス向上に貢献
しているかに関しては，引き続き「ブラックボッ
クス」のままであるといえる。

そこで，本研究では，主として HRM 施策ない
しはシステムと従業員の態度・行動を扱う既存の
SHRM 研究の文献レビューを通じ，以下の 2 点
について論じる。第 1 は，上記の文脈に該当する
文献をもとに，既存研究がこれまで明らかにして
きた（あるいは，論じてきた）HRM─企業業績
関係における従業員モチベーションの役割及びそ
の根底にあるとされる理論について整理する。第
2 は，上記の作業を踏まえ現状の課題を明確にす
るとともに，HRM 施策・システムとモチベー
ションの関係に関する SHRM 研究の将来展望に
ついて議論する。これらを通じ，従業員モチベー

ションを組み込んだ SHRM 研究の今後の方向性
及び貢献領域を明らかにすることが本研究の目的
である。

Ⅱ　モチベーションを組み込んだ戦略的
人的資源管理（SHRM）研究の現状

1　SHRM と高業績 HRM モデル

SHRM は，「組織が目標を達成するために意図
して実行する計画的な人材の配置や諸活動のパ
ターン」（Wright‌&‌McMahan‌1992,‌p.298）と定義
される。初期の研究は，組織が達成する目標の代
理指標として，組織レベルの財務的諸指標を設定
し，高業績企業における HRM の個別施策（採用，
評価，報酬，育成などの各施策）ないしはその組み
合わせ（SHRM では施策の集合体を「システム」と
呼ぶ）に関する検討が行われてきた。その結果，

「高業績 HRM システム」（high-performance‌work‌
systems：HPWS）と概念化された企業業績とより
密接に関連することが広く確認されている一連の
施策群（システム）が提起されている。

高業績 HRM システムを構成する具体的な個別
施策については，必ずしも研究者間で統一したリ
ストが存在しているわけではないが，Lepak‌et‌
al.（2006）による既存文献のサーベイによると，
以下の 13 の主要な個別施策が多くの研究で含ま
れている点が指摘されている。具体的には，（1）
職務分析・職務デザイン，（2）採用，（3）選抜，

（4）教育・能力開発，（5）グループインセンティ
ブ，（6）報酬制度，（7）従業員参加・権限委譲，

（8）チームの活用，（9）業績評価，（10）職務の安定
（雇用保障），（11）従業員の発言機会・苦情処理，
（12）内部昇進・キャリア開発，（13）情報共有化と
コミュニケーションである。ただし，上記はかな
り「ラフな」定義づけの施策でしかなく，議論の
余地を残している。例えば（3）の採用施策に関し
ても，どのような方針の採用施策（例として，個
人と職務との適合重視あるいは個人と組織（風土）
との適合重視など）が業績に貢献しやすいのかに
ついては明示されていないが，この点は研究者間
での認識や文脈的要因（国や地域，時代背景など）
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により異なるという見方が支配的である 1）。
特に，Posthuma‌et‌al.（2013）は，高業績 HRM

システムの構成要素，すなわち，どのような施策
が含まれるかについては，国・地域による差異が
あることを確認している。例えば，日本を含む東
アジア地域（原文では，儒教文化国：Confucian‌
countries）では，世界の他の地域に比べ，「多岐
にわたる教育プログラム」（training‌extensiveness）
や「客観的な成果や行動評価に基づく評価制度」

（appraisals‌based‌on‌objective‌ results/behaviors）
などがより多くの研究で高業績モデルに含まれる
傾向にあるのに対し，「雇用保障」（job‌security）
や「プロフィット・シェアリング/ゲイン・シェ
アリング」（profit‌or‌gain‌sharing）は，世界の他
の地域に比べ高業績モデルへの採用率が低い。

このように，過去の実証研究の「要約版」から
は，高業績 HRM システムの構成要素を厳密に特
定し，それぞれの施策について，具体的にどのよ
うな方針で，また他のどの施策との組み合わせに
おいて実施すべきか，といった点にまで踏み込ん
で判断するには限界がある。このことは，モチ
ベーション向上のための HRM 施策が具体的に何
かを考える上でも大きな支障となっている。その
一方で，SHRM の理論的な部分に目を向け，背
後の論理について理解すると，効果的な HRM の
あり方がより明確となってくる。以下，SHRM
の理論とモチベーションの関連について検討す
る。

2　SHRM におけるモチベーションと関連した既存
研究

SHRM の理論研究では，上記に示した高業績
HRM システムは，「高コミットメント」（high-
commitment）ないしは「高インボルブメント」

（high-involvement）モデルとして説明されること
が多い。すなわち，HRM 施策が，従業員の心理
的なコミットメント（組織・職務等への愛着や同一
視の程度）及び経営プロセスへの参加ないしは参
加意識を促すことを通じ，組織の持続的な目標達
成，ひいては競争優位の確立が可能となるという
説 明 で あ る（Lawler‌1986;‌Takeuchi‌et‌al.‌2009;‌

Whitener‌2001）。以下，2 つの主要な理論的枠組
みがある。

（1）AMO 理論
第 1 は AMO 理論である（e,g.,‌Appelbaum‌et‌al.‌

2000;‌Jian‌et‌al.‌2012）。この理論は，HRM が，組
織メンバーの「能力」（ability），「モチベーション」

（motivation），及び「機会」（opportunity）のそれ
ぞれを維持・向上させる仕組みとして機能した場
合，組織の持続的競争優位が高められる点を主張
している。この 20 年近く，AMO 理論の実証的
検証が既存研究において進められており，一定の
支持的な結果が得られている。特に，Jiang‌et‌
al.（2012）は膨大な既存研究の実証報告をもとに
したメタ分析を行うことにより，AMO 理論を直
接検証した貴重な研究である。この研究では，
HRM 施策を（1）能力向上 HR 施策（ability-enhanc-
ing‌HR‌practices），（2）モチベーション向上 HR 施
策（motivation-enhancing‌HR‌practices），（3）機 会
向上HR施策（opportunity-enhancing‌ HR‌ prac-‌
tices）の 3 つに分類し，それらによって構成され
る高業績 HRM システムが組織内の従業員モチ
ベーションや人的資本（human‌capital），及び企
業の成果指標に影響を与えるメカニズムを明らか
にしている。図 1 に示されるように，既存の実証
研究で使用されたサンプル（n‌=‌3,714）をもとに
メタ分析構造方程式モデリング（meta-analytic‌
structural‌equation‌modeling）により AMO 理論に
一致した仮説モデルを推定した結果，モデルと
データとの適合度が高く，また個別のパスもおお
よそ支持されていることが確認された。

特に，図 1 から高業績 HRM システムの正の効
果は，組織の「人的資本」（従業員の教育・スキル・
知識水準などにより指標化）に対してよりも「従業
員モチベーション」（従業員のコミットメント，満
足度，組織市民行動，及び信頼・協力風土などによ
り指標化）に対して若干強く，さらに従業員モチ
ベーションは，人的資本に比べ，自発的離職の抑
制やオペレーション成果（品質・労働生産性など
により指標化）の向上により強く貢献している点
は興味深い。
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（2）PIRK モデル
第 2 に，PIRK モ デ ル（Lawler‌1986;‌Vanden-

berg‌et‌al.‌1999）があげられる。このモデルは，
SHRM の参加的アプローチとして知られている

「高インボルブメントモデル」を提唱した Lawler
（1986）の研究により提起され，その後の一連の
研究により実証も進んでいる。具体的に，競争力
の高い HRM 施策には，従業員の参加を高める以
下の 4 つの要素が含まれる必要性を指摘してい
る。すなわち，（1）権限（power）の委譲，（2）情
報（information） の 共 有 化，（3）公 平 な 報 酬

（reward）， 及 び（4）従 業 員 に 帰 属 す る 知 識
（knowledge）である。なお，（3）の報酬について
は，金銭的報酬のほかに非金銭的な報酬（従業員
表 彰 な ど の 承 認 プ ロ グ ラ ム ） を 含 め る 研 究

（Vandenberg‌et‌al.‌1999）があり，また（4）の知識
については，多くの場合，従業員教育や人材開発
に関する制度により指標化されている（Boxall‌et‌
al.‌2015）。

Paré‌&‌Tremblay（2007）は，上記 4 要素を含
む HRM 施策は，手続き的公正知覚（procedural‌
justice‌perception）及び情動的組織コミットメン
ト（affective‌organizational‌commitment）を高める
こ と を 通 じ て， 組 織 市 民 行 動（organizational‌
citizenship‌behavior）への従事や離転職意思の低
下をもたらすことを報告している。より最近の研

究（Boxall‌et‌al.‌2015）では，上記 4 要素を含む
HRM 施策のうち「権限移譲」が，従業員の内発
的動機づけ（intrinsic‌motivation）に影響を与え，
その結果，情動的組織コミットメントが高まる点
を確認している。なお，（公平な）「報酬」施策は
情動的組織コミットメントに直接的な正の影響を
与えている。ただし，権限移譲は，内発的動機づ
けと同時に，従業員のスキル活用度に対しても影
響を与えているほか，他の要素（報酬と知識／育
成）はスキル活用度にのみ有意な効果があり，内
発的動機づけとの関連は確認されなかった。

3　論点の整理

以上の 2 つの理論及びその検証結果から，現状
では以下の進捗が少なくとも指摘できる。すなわ
ち，（1）AMO 理論に基づく 3 要素を組み込んだ
高業績 HRM モデルにおいて，一連の因果関係

（HRM →モチベーション／人的資本→企業業績）の
再現性が確認されていること，また（2）PIRK モ
デルに基づく HRM モデルでは，従業員の組織へ
の愛着や同一視の程度を示す「情動的組織コミッ
トメント」を高める効果と同時に，（3）限定的で
はあるがその過程で従業員の「内発的動機づけ」
が媒介している可能性を示唆している。

しかしながら，これらの研究から少なくとも以
下の 2 つの課題を指摘できる。第 1 は，SHRM
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図 1　Jiang et al.（2012）によるメタ分析結果

注：図中の数値は標準化係数を表示。n‌=‌3,714。
‌‌‌‌‌‌*‌p‌<‌.05,‌**‌p‌<‌.01
出所：Jiang‌et‌al.（2012‌in‌Academy‌of‌Management‌Journal）,‌p.1277 の Figure‌4 を筆者が邦訳し引用。
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におけるモチベーションの「捉え方」の問題であ
る。特に，モチベーションを HRM の効果の対象
として所与の「構成概念」として捉えるのか，あ
るいは HRM が特定の結果（個人の行動やパフォー
マンスなど）を発揮するための「プロセス」とし
て捉えるのか，この部分が曖昧である。例えば，
内 発 的 動 機 づ け や 外 発 的 動 機 づ け（extrinsic‌
motivation）などの概念は，観測変数として HRM
の結果指標として扱われる傾向が強い。その一方
で，個人レベルの行動的な結果（パフォーマンス
や離職行動の抑制）などに至る動機づけのプロセ
スも HRM の効果として考慮すべき重要な視点で
ある。この部分について，モチベーションの本来
の「定義」と照らし合わせて，既存の HRM─モ
チベーション研究をさらに整理して検討していく
必要があるだろう。

第 2 は，従業員個人のモチベーション（ないし
はその結果としての態度・行動変数）が組織レベル
の成果に与える影響過程についての研究知見が不
足している点が挙げられる。確かに，先述の
Jiang‌et‌al.（2012）では，モチベーション→組織
成果の効果に関して，メタ分析に耐えうるレベル
でのサンプル数は既存研究から確保されている
が，実際に分析に含まれているデータの多くは，
組織レベルのみの分析単位でかつ，モチベーショ
ンに関連する「風土」（例えば，信頼・協力風土：
Collins‌and‌Smith‌2006 や参加的風土：Guerrero‌&‌
Barraud-Didier‌2004 など）を従業員モチベーショ
ンの代理変数として用いている。HRM 施策→モ
チベーション関連の変数について，組織レベルの
HRM と個人レベルの態度・行動変数とのクロス
レベルでの効果は，理論・実証ともに比較的に研
究が豊富ではあるものの，個人レベルのモチベー
ションから組織レベルの成果に至る「ボトムアッ
プ・プロセス」の理論と実証はいまだ十分な蓄積
がないのが現状である。この部分も今後取り組ま
れるべき重要な課題の 1 つである。

以上，モチベーションと関連する SHRM 研究
の現状から大きく 2 つの課題を明示した。本稿で
は一連の因果関係の中でも，HRM─モチベーショ
ンの関係の部分にウェイトを置くため，上記 1 つ
目の課題にのみ焦点を合わせ，より詳細な文献精

査とそこから浮かび上がるより具体的な課題をも
とに今後の展望について述べる。

Ⅲ　‌‌HRM 施策と従業員モチベーション
─課題と展望

1　モチベーションの 2 つの視点

先述のとおり，SHRM 研究では，モチベーショ
ンの定義が必ずしも厳密ではなく，そのことによ
り，HRM 施策が従業員のモチベーション（ない
しはその過程）に与えるインパクトの評価を困難
にしている。モチベーションは心理学の概念であ
り，近接する産業・組織心理学ないしは組織行動
論において主要なテーマの 1 つである。ただし，
心理学の研究領域の研究者をして，（仕事の）モ
チベーションは「正確に定義づけをすることが困
難な概念」（Meyer‌et‌al.‌2004,‌p.992）と言わしめ
ている。概念定義の困難さを認めたうえで，
Meyer‌et‌al.（2004）は，Pinder（1998）の以下の
仕事モチベーションの定義を紹介しつつ，それを
2 つの部分に分けて説明している。

Work motivation‌ is‌a‌set‌of‌energetic‌ forces‌
that‌originates‌both‌within‌as‌well‌as‌beyond‌
an‌ individual’s‌being,‌ to‌ initiate‌work-related‌
behavior,‌and‌to‌determine‌its‌form,‌direction,‌
intensity,‌and‌duration‌（Pinder,‌1998,‌p.11）.
第 1 は，仕事モチベーションを仕事に関連した

行動を引き起こす「活力」（energizing‌forces）と
して捉えている部分である。すなわち，従業員を
行動に駆り立てる要素が含まれる（Meyer‌et‌al.‌
2004）。第 2 にモチベーションは，（具体的な）種
類（form）， 方 向（direction）， 強 度（intensity），
期間（duration）を決定づける概念という部分で
ある。すなわち，従業員が何を成し遂げようとし
ているのか（種類），どのようにそれを成し遂げ
ようとしているのか（方向），どれほど熱心にそ
れを成し遂げようとしているのか（強度），そし
ていつそれを止めるのか（期間）に対するインプ
リケーションを伴う概念である（Meyer‌et‌al.‌
2004）。

この定義を HRM 施策の効果に照らして考える
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と，HRM 施策の効果の「対象」と「過程」の違
いがあることが指摘できる。すなわち，前者は，
HRM 施策がいかに従業員への仕事関連の行動に
向けた「活力」に影響を与えるか，いわば狭義の
意味でのモチベーション（≒活力）を効果の対象
として HRM の効果を検証する研究である一方，
後者は種類，方向，強度，期間までを含めたより
広義の動機づけ過程の研究という違いがある。換
言すると，モチベーションを組み込んだ SHRM
研究は，少なくとも（1）内発的動機づけなどを構
成概念として，HRM 施策がいかに狭義の「モチ
ベーション」に影響を与えるかという視点と，

（2）HRM 施策により個人を組織の目標達成に向
けた行動に至らせる過程，すなわち「モチベー
ション・プロセス」の視点とが存在し，それぞれ
を区別して課題を整理する必要があるだろう。以
下，前者を「構成概念としてモチベーションを捉
える SHRM 研究」，後者を「プロセスとしてモチ
ベーションを捉える SHRM 研究」とし，それぞ
れの課題と展望について議論する。

2　構成概念としてモチベーションを捉える SHRM
研究の課題と展望

既存の SHRM 研究を概観すると，構成概念（変
数）として「モチベーション」を扱う研究は，「内
発的動機づけ」ないしは「外発的動機づけ」の形
で組み込まれているケースが多い。内発的動機づ
けは，「行動それ自体に興味があるから行動を起
こし，行動と同時に満足を得る」（Gagné‌&‌Deci‌
2005,‌p.331）傾向を指す一方，外発的動機づけは，

「行動と行動と区別された結果（物質的ないしは言
語的な報酬など）との間に道具性が必要であり，
行動それ自体ではなく外的な結果により満足を得
る」（Gagné‌&‌Deci‌2005,‌p.331）傾向を指す。

内発的ないしは外発的動機づけを扱う SHRM
研究をさらに整理すると，① HRM 施策と内発
的・外発的動機づけの因果関係を検証する研究

（すなわち，HRM 施策→内発的・外発的動機づけ：
e.g.,‌ Boxall‌ et‌ al.‌ 2015;‌Kuvaas‌&‌Dysvik‌ 2009a;‌
Schopman‌et‌al.‌2017）と② HRM 施策そのものを
内発的・外発的のそれぞれの動機づけ効果と関連
づけて概念操作化している研究（すなわち，「内発

的 動 機 づ け 向 上 HR 施 策 」（intrinsic-motivation-
enhancing‌HR‌practices）の設定とその効果など：
Andreeva‌&‌Sergeeva‌ 2016;‌Gardner‌ et‌ al.‌ 2011;‌
Minbaeva,‌2008）とに分けられる。

前者（①）の研究では，HRM 施策の中でも従
業員教育への投資がなされているほど，内発的動
機づけが高まる点，また内発的動機づけが従業員
教育への投資と仕事の質や努力の関係を正の方向
に調整しており，内発的動機づけが高い従業員の
ほうが教育投資の効果がより強まる点が確認され
ている（Kuvaas‌&‌Dysvik‌2009a）。また，ごく最
近の研究（Schopman‌et‌al.‌2017）では，高業績
HRM システムと内発的動機づけの正の関係が確
認されるとともに，その媒介要因として上司によ
る「変革型リーダーシップ」（Transformational‌ lead-

ership）の効果が部分的に介在（partial‌mediation）
している点も報告されている。

一方，後者（②）の研究では，内発的動機づけ
向上 HR 施策，外発的動機づけ向上 HR 施策，あ
るいは内発的・外発的かの違いは考慮せず，
単にモチベーション向上 HR 施策（motivation-
enhancing‌HR‌practices：Gardner‌et‌al.‌2011）など
が定義され，その効果が検証されている。いずれ
の研究（e.g.,‌Andreeva‌&‌Sergeeva‌2016;‌Minbaeva‌
2008）においても，外発的動機づけ向上 HR 施策
には，業績（個人及び組織）と連動した報酬制度
や，奨励される特定の行動ないしは成果に対する
表彰や追加報酬など，行動と結果に対する外的な
インセンティブに関する取り組みが含まれる。一
方，内発的動機づけ向上 HR 施策には，職場での
個人の仕事に対する自由裁量や権限移譲，スキル
多様性などを担保する取り組みが含まれる。興味
深いことに，多国籍企業の親─子会社間の知識移
転に関する文脈に応用した Minbaeva（2008）の
研究では，内発的動機づけ向上 HR 施策の効果は
確認されず，外発的

4 4 4

動機づけ向上 HR 施策のみが
知識移転を促進する効果を与えていた。同じく組
織内の従業員間の知識共有の動機づけに着目した
Andreeva‌&‌Sergeeva（2016）の研究では，内発
的・外発的の両動機づけ向上を意図する HR 施策
がそれぞれ知識共有への動機づけと知識共有行動
を促進する効果を確認した。
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これら（①及び②）の研究レビューから大きく
2 つの点を今後の課題及び展望として提起する。
まず第 1 は，とりわけ①の研究（すなわち，HRM
施策と動機づけの因果関係）では，HRM 施策の効
果の対象として，「内発的動機づけ」のみに焦点
を当てた研究が圧倒的に多く，その一方で「外発
的動機づけ」にはほとんどスポットライトが当
たっていない点である。にもかかわらず，②の最
近の研究にみられるように，外発的動機づけを組
み込んだごく一部の研究では，外発的動機づけを
促進する施策もまた，特定の種類（すなわち，知
識共有）の動機づけとそれに連関する行動の促進
に有効であることが示唆されている。そもそも，
SHRM における高業績人材パラダイムでは，内
発的動機づけの高い人材ストックをいかに獲得・
育成・活用するかが，企業の持続的な競争優位の
確立に貢献することを前提としてきた背景があ
り，その意味では組織メンバーの個々の内発的動
機づけが HRM 施策の直接的な効果の指標として
数多くの研究で採用されてきた点に不思議はな
い。

しかしながら，内発的動機づけは，自己の「興
味・関心」（interest）に基づく行動への活力であ
り，個人が興味・関心を抱くタスクや行動の推
進・持続には効果的だが，そうでないタスクや行
動には効果が低いことが繰り返し指摘されている

（e.g.,‌Ryan‌&‌Deci‌2000）。当然のことながら，組
織内において，あらゆる個人に興味・関心度の高
い職務やタスクのみを提供することは実務上不可
能だろう。特に，個人の興味・関心度が低いタス
クであっても「戦略上」重要な行動やタスクには，
外発的な動機づけは一定の効果を果たすことが十
分に考えられる。したがって，以下を第 1 の展望
として提起する。
展望 1　既に研究蓄積の進んでいる「HRM─内発

的動機づけ」研究のさらなる深化に加え，
SHRMのコンテクストにおける「外発的動機
づけ」の役割と効果を明らかにしていくこと
が今後求められるだろう。

第 2 に，上記②の研究にみられるように，内発
的・外発的動機づけの対象が多様化している点が
指摘できる。この指摘は，後述の「プロセスとし

てのモチベーション」の課題にも部分的にオー
バーラップする（すなわち，モチベーションの「種
類」（form）の議論にも該当する）。先述のように，
Andreeva‌&‌Sergeeva（2016）は，組織内での個
人の「知識共有に対する動機づけ」（motivation‌to‌
share‌knowledge）が HRM 施策によってどのよう
に促進されるかを検証している。他にも，コンセ
プチュアルな研究ではあるが，Yu（2013）は，個
人の主体的な環境（組織・職場・職務など）への
適合（person-environment‌fit）の変化を「適合へ
の動機づけ」（motivation‌to‌fit）概念を導入し検
討している。公共経営の分野では，HRM 施策と

「公共サービス・モチベーション」（public‌service‌
motivation）との関係に関する研究が近年注目を
浴 び つ つ あ る（e.g.,‌Homberg‌&‌Vogel‌2016;‌
Mostafa‌et‌al.‌2015）。

このことは，HRM の戦略性をより反映した動
きへと研究がシフトしている点として注目に値す
る。すなわち，HRM 施策との関連を検証する研
究では，施策の効果の対象が従来の「全般的な仕
事」へのモチベーションから，組織・戦略・産
業・セクターなどに関連した「特定のコンテクス
トに沿ったゴール設定」に基づくモチベーション
概念へと変化している点がうかがえる。この流れ
は，SHRM で仮定されている戦略ないしは文脈
と HRM 施策との整合性を通じた企業の持続的競
争優位確立のメカニズム（コンティンジェンシー・
アプローチ）を個人の戦略的行動を引き出す「動
因」レベルから解明する手法として，今後の一層
の進展が期待される。したがって，2 つ目の方向
性として以下を提起する。
展望 2　より戦略性の高い文脈情報を含めたモチ

ベーション構成概念の厳密な概念定義及び測
定尺度の開発，並びにHRM施策との効果の
検証が今後求められるだろう。

3　プロセスとしてモチベーションを捉える SHRM
研究の課題と展望

HRM 施策が従業員の特定の行動を発動・推
進・持続させるプロセスに関する研究をここでは
総称して，「プロセスとしてモチベーションを捉
える SHRM 研究」としている。HRM 施策と従
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業員レベルの結果，及びその因果プロセスに関し
て，まずは結果指標に着目して既存文献を概観す
る。一連の既存研究では，「態度」（attitude）変
数を結果としているものと「行動」（behavior）変
数を結果としているもの，あるいは両者を結果指
標として設定しているものが存在する。なお，従
業員のパフォーマンスは「行動」に帰属する

（Campbell‌et‌al.‌1993）。
態度変数としては，「情動的組織コミットメン

ト」（e.g.,‌Shin‌et‌al.‌2012;‌Whitener‌2001），「職務満
足」（e.g.,‌Allen‌et‌al.‌2003;‌Wu‌&‌Chaturvedi,‌2009），

「離転職意思」（e.g.,‌Conway‌&‌Monks,‌2009;‌Take-
uchi‌&‌Takeuchi‌2013）などを用いる研究が全般
的に多い。同様に，行動変数では，役割内行動な
いしは職務成果（Chang‌&‌Chen‌2011;‌Kuvaas‌&‌
Dysvik‌2009a‌2009b），役割外行動ないしは組織市
民行動（Alfes‌et‌al.‌2013;‌Kehoe‌&‌Wright‌2013）を
用いている研究が数多くみられる。

また，HRM 施策─態度・行動の媒介変数に着
目すると，「手続き的公正知覚」（procedural‌ jus-
tice‌perception:e.g.,‌Paré‌&‌Tremblay‌2007;‌Wu‌&‌
Chaturvedi‌2009），「組織サポート知覚」（perceived‌
organizational‌support:e.g.,‌Allen‌et‌al.‌2003;‌Whiten-
er‌2001），「社会的交換関係」（social‌exchange:e.g.,‌
Kuvaas‌&‌Dysvik‌2009b;‌Shin‌et‌al.‌2012），及び（行
動変数や離転職意思の媒介効果として）「情動的組

織コミットメント」（e.g.,‌Gong‌et‌al.‌2010;‌Kehoe‌&‌
Wright‌2013）などの媒介効果が数多くの研究で
検証されている。

図 2 は，HRM とモチベーション・プロセスに
関連した実証報告を伴う既存文献レビューをもと
に再現された主要な変数間の関係である。ここで
注目すべきは，HRM 施策がなぜ満足やコミット
メントなどの従業員態度の改善につながり，ひい
ては役割内・役割外行動の発揮（すなわち高い行
動的結果）に結びつくのかという点である。既存
研究で比較的安定して繰り返し検証されているモ
チベーション関連の媒介変数とその理論的背景を
レビューすると，大きく 3 つの説明があることが
わかる。すなわち，（高業績）HRM 施策／システ
ムは，①従業員個人の内発的動機づけを高める，
②公平性，特に意思決定過程の公正性を高める

（ 公 平 理 論：justice‌theory）， ③ 互 酬 性 規 範
（reciprocity‌norm）に基づく組織と個人の間の社
会的交換関係を高める（社会的交換理論：social‌
exchange‌theory）という主として 3 つの動機づけ
向上メカニズムにより，高い態度・行動的結果が
導かれると考えられている。①の内発的動機づけ
については前項で触れたので割愛するが，②と③
については若干の説明が必要である。

公平理論はモチベーションの主要な理論の 1 つ
であり，個人が意思決定の過程（手続き）をフェ

入力変数
（HRM） 媒介変数 媒介／結果変数

（態度的要因）
媒介／結果変数
（態度的要因）

結果変数
（行動的要因）

内発的
動機づけ
公平理論 職務成果

（役割内行動）
手続き的公正
知覚 職務満足

離転職意思
（抑制）

離転職行動
（抑制）

社会的交換
関係

高業績HRM施策／
システム

組織サポート
知覚 組織市民行動

（役割外行動）

情動的
組織コミットメント

社会的交換
理論￥

図 2　既存の実証研究で確認されているモチベーションに関連する HRM →態度・行動間の関係性

注：既存研究で繰り返し検証されている主要な変数間の関係を再現。
　　破線の細い矢印は間接的な効果，実線の太い矢印は直接的な効果を示す。
　　‌‌高業績 HRM 施策／システムから態度的要因，行動的要因への直接的な効果を検証している研究も少なくないが，図の視認性を重視し矢印は省

略している。
　　同様に，媒介変数から行動的要因への効果についても矢印は省略している。
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アだと知覚する（つまり，手続き的公正知覚が高い）
と，組織・職務などに対する態度的・行動的結果
が高まることを説明している（Greenberg‌&‌Tyler‌
1987;‌Konovsky‌&‌Cropanzano‌1991）。SHRM 研究
の文脈では，公平性を担保する透明性の高い業績
評価の施策の実施（あるいは類似した施策を含む高
業績 HRM システム）は，手続き的公正知覚を媒
介し，結果として情動的組織コミットメント（Wu‌
&‌Chaturvedi‌2009）及び組織市民行動（Paré‌&‌
Tremblay‌2007）を高めることが確認されている。

一方の社会的交換理論では，社会的交換は，義
務 感 を 生 む よ う な 好 意（favors） と そ の 返 礼

（return）の関係であり，返礼には交渉は含まず
返礼する側の裁量に任される性質のものとされて
いる（Blau‌1964,‌p.91）。この関係が組織と個人の
間に築かれると，「誘因─貢献」（March‌&‌Simon,‌
1958）の状態が生まれるというものである。社会
的交換理論そのものはモチベーションの理論では
ないが，組織の HRM 施策による誘因が従業員の
組織に対する自発的な返礼意識を伴う貢献行動

（ないしはその基盤となる態度）を引き起こす説明
原理として，極めて多くの SHRM 研究において
適用されている。

図 2 に示すように，社会的交換理論を応用した
研究の多くは，HRM─態度・行動の媒介変数と
して文字通り「社会的交換関係」ないしは「組織
サポート知覚」（perceived‌organizational‌support）
を構成概念として設定し検証が試みられてきた。
組織サポート知覚とは，「組織が自身の貢献を評
価し，自身の福利を大切にしてくれるという個人
の全般的な知覚」（Rhoades‌&‌Eisenberger‌2002,‌
p.698）を指す。したがって，高業績 HRM 施策／
システムを誘因とする社会的交換が従業員との間
に形成されている，ないしは従業員がその誘因を
組織からのサポートと知覚することで組織への返
礼意識が醸成され，従業員はコミットメントや満
足度を高め，組織への貢献行動（離職の抑制やパ
フォーマンス向上など）に従事するとされている

（e.g.,‌Allen‌et‌ al.‌ 2003;‌Shin‌et‌ al.‌ 2012;‌Whitener‌
2001）。

しかしながら，この現状には課題も多く含まれ
ている。ここでは以下，2 点を指摘する。

まず第 1 に，既存研究では，HRM─態度・行
動研究の枠組みとして，社会的交換理論に過度に
傾倒ないしは依拠する傾向があり，SHRM モデ
ルの「単純化」を引き起こしている点である。こ
の点は，一連の既存文献を要約した図 2 をみても
明らかである。筆者ら（Jung‌&‌Takeuchi‌2017）
の調べでは，2000 ～ 2015 年までの間に海外の主
要学術誌に発表された高業績 HRM 施策（特に，
企業の人材開発施策）と従業員態度・行動との関
係の検証論文 29 編のうち，実に 22 編（約 75 %）
が社会的交換理論を説明原理としていたことが明
らかとなった。その多くは，図 2 で示した構成概
念ないしはその類似の構成概念の因果関係を説
明・検証しているものであり，実証の積み重ね以
上の理論的貢献を引き出している研究は少ない。

特に，SHRM のコンテクストにおける社会的
交換理論の限界は，組織の HRM と従業員態度・
行動の関係を好意（誘因）と返礼（貢献）の関係
で説明するため，選択する変数の幅が狭められて
しまう点である。すなわち，HRM 施策の効果と
して，従業員の組織に対する「報恩的な」態度や
行動（例えば，情動的組織コミットメント，離職抑
制や定着意思，組織市民行動）の説明には説得力を
持つが，近年注目されつつある知識共有（e.g.,‌
Andreeva‌&‌Sergeeva‌2016），創造性・イノベー
ション（e.g.,‌Ng‌&‌Feldman‌2012），あるいは自律
的キャリア形成（Jung‌&‌Takeuchi,‌in‌press）など
に関連した従業員行動の予測には，部分的な説明
力しか持ちえない可能性がある。したがって，以
下を提起する。
展望 3　社会的交換パラダイムにおける限られた

態度・行動変数の枠組みを超えて，HRM施策
がもたらす新たな態度・行動要因を説明可能
な理論の模索・検討が今後必要となるだろう。

第 2 に，既存研究では，特定の HRM 施策／シ
ステムの「実施（implementation）」ないしは（従
業員側からの）施策の「利用可能性（availability）」
が従業員のモチベーション・プロセスに与える影
響には関心が払われているが，それらが実施され
ていない（利用できない），もしくは中止された

（利用できなくなった）状況下において，いかに従
業員のモチベーションを高め，従業員行動・パ
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フォーマンスの改善・維持に繫げられるかついて
はほとんど研究されていない。特に，高業績
HRM 施策／システムは，企業業績の先行要因で
はなく，結果要因の可能性があることをデータを
もとに指摘した研究も存在し（Guest‌et‌al.‌2003;‌
Wright‌et‌al.‌2005），その意味では高業績 HRM 施
策／システムは，「高業績をもたらす」という本
来の効果とは逆に，「高業績だから実施できる」
という側面があることも否定できない。HRM の
制度設計や変更には多額の投資を伴うケースもあ
り，高業績 HRM 施策の導入が状況的に難しい企
業も存在するだろう。また，中小企業の場合，
HRM を制度として導入すること自体が困難な
ケースもある。こうしたことから，むしろ高業績
HRM 施策が存在しない，あるいは中止せざるを
得ない状況下で，施策の代替となる動機づけ要因
を特定することも重要である。したがって，既存
研究に加え上記実践的な観点を踏まえ，以下を提
起する。
展望 4　高業績 HRM施策の実施度（利用可能性）

が低い状況下において，高業績HRM施策の
代替となる資源や要因の特定化とその動機づ
け効果に関する研究が今後求められるだろう。

Ⅳ　結　　語

本研究では，SHRM 研究における従業員モチ
ベーションの役割について，主として HRM 施策
がモチベーションに与える効果に焦点を合わせ，
既存文献のレビューをもとに現状の課題を明確化
し，これからの SHRM 研究における貢献領域に
ついて議論した。その結果，今後，従業員モチ
ベーションを組み込んだ SHRM 研究において究
明されるべき 4 つの課題と方向性を提起するに
至った。具体的には，（1）SHRM のコンテクスト
における「外発的動機づけ」の役割と効果の明確
化，（2）戦略性の高い文脈情報を含めたモチベー
ション構成概念の開発と検討，（3）社会的交換の
枠組みを超えた，HRM 施策がもたらす新たな態
度・行動要因を説明可能な理論の模索，及び（4）
高業績 HRM 施策の代替となる資源や要因の特定
化とその動機づけ効果の検討の 4 点である。これ

らは，既存の SHRM 研究上の課題を反映し，主
としてこの分野の理論的・実証的貢献を意図して
提起されたものだが，同時にこれら 4 点に関連す
る研究の進展により，実務的にも大きく寄与する
ものと考えられる。前節までに述べた通り，企業
の人的な競争優位を従業員の「内発的動機づけ」
及 び「 社 会 的 交 換 」 に 過 度 に 求 め る 既 存 の
SHRM モデルのみでは，企業の戦略により密接
に連動した人材マネジメントの実践は困難であろ
う。今後，本研究で浮き彫りにした SHRM にお
ける知識ギャップを埋め合わせる理論的・実証的
研究が一層展開されることが期待される。

最後に，本研究では主に HRM 施策と従業員モ
チベーションの関係に焦点を当てたが，モチベー
ションと企業業績との関係に関する課題について
は割愛した。また，本研究は，概念的な側面での
課題発見と展望の提起を優先したため，実証面で
の方法論上の課題や展望については触れていな
い。これらの点に関しても今後，具体的な課題を
抽出し方向性を提起するなどにより，SHRM 研
究における貢献領域をさらに明確にしていく必要
があるだろう。

＊本研究は JSPS 科研費（JP26285091）及び学習院大学東洋文
化研究所（A17-2）の助成を受けている。

‌ 1）例えば，構成要素そのものについても，研究者間での認識
は必ずしも統一されていない。具体的に，Becker‌&‌Huselid

（1998）の高業績モデルでは，上記 13 の施策のうち，グルー
プ・インセンティブや職務の安定（雇用保障）に関する施策
は含まれていない。代わりに「社内での意識調査」の実施と
いった他の施策が彼らの高業績ＨＲＭシステムの構成要素に
は含まれている。他にも，業績評価，従業員の発言機会・苦
情処理，内部昇進・キャリア開発の諸施策が含まれていない
ケース（Zacharatos‌et‌al.‌2005）や，Cappelli‌&‌Neumark

（2001）のように教育・能力開発，グループインセンティブ，
報酬制度，チームの活用，内部昇進・キャリア開発といった
限られた要素により構成された高業績モデルも存在する。
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